様式第２号（第４条関係）
特　別　利　率　適　用　確　認　書
年　月　日
◎特別利率の該当要件（新規需要開拓設備資金制度要綱第３条）
　該当する要件の（　）に○を記載し、その内容を記載してください。
	（　）鳥取県産業成長応援条例施行規則第２条に定める重点分野

	該当する分野について、□にレ点を入れてください。

□鉄素形材製造業、非鉄金属素形材製造業及び金属素形材製品製造業

□ロボット製造業及びこれに関連する産業

 □医療用機械器具製造業及びこれに関連する産業

□自動車・同附属品製造業　

□航空機・同附属品製造業及び宇宙産業

□食料品製造業及びこれに関連する産業　

□バイオテクノロジーの活用に関連する産業

□ヘルスケア産業（健康の保持及び増進に資する商品の生産若しくは

販売又は役務の提供を行う産業）　

□宿泊業　

□飲食サービス業　

□観光資源の活用に関連する産業

　□電子デバイス製造業及びこれに関連する産業　

□ソフトウェア業　

　□インターネット・オブ・シングス活用技術、人工知能関連技術、

その他の情報通信技術を活用して生産性の向上を図る産業



	（　）業態転換等

	業態転換等の内容について、該当項目にレ点を入れ、該当する内容を簡潔に記載してください。
□新分野進出　※日本標準産業分類細分類の異動状況を記載してください。

□業態転換　※製品・サービスの生産･提供方法の異動状況を記載してください。

□商圏拡大　　※商圏の拡大状況を記載してください。



	（　）事業承継

	■承継（予定）日：　　　年　　月　（日）
※事業承継したこと又はすることを疎明する資料を添付し、その日付又は時期を記載すること。
（例）所得税法第２２９条に基づき税務署に提出する被承継者の廃業届及び承継者の開業届の写し、被承継者と承継者の譲渡契約書、事業引継ぎ支援センター等の支援を受け策定した事業承継計画
■被承継者（所　在　地）　　

（企　業　名）
（代表者氏名）
 ■雇用の維持・拡大に係る計画

（必須）事業承継により維持される（た）雇用の数（承継前に比べ減少する（した）場合を含む。）　                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　人
（任意）事業承継後の事業拡大等により新たに増加する（した）雇用の数                                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　 人
        （事業拡大等の計画）

	（　）公的支援

	公的支援の内容について記載してください。

■支援機関名（国の省庁名、鳥取県など）：

■補助金等名：

※交付決定通知、内定通知の写しなど支援内容を確認できる書類を添付してください。

	（　）規制強化

	規制強化の内容とそれに伴い必要となった対応について簡潔に記載してください。

■規制強化の根拠法令名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




	新規需要開拓設備資金制度要綱第３条に規定する特別利率の対象要件に合致することを確認しました。
受付団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　印


